
第１部会　第３回資料

総合計画原案に対する意見と対応案 政策１　公共交通に関する政策

①原案に反映

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1⃣
施策①
持続可能で最適な交通
ネットワークを整備する

・公共交通機関同士や自転車などの結節の強化が重要ではないか。 ・施策①-2について、「…、相互の結節強化と」を追記。

2⃣
施策①
持続可能で最適な交通
ネットワークを整備する

・市民の地域公共交通に対する理解や、それを自分事として捉えるための働きかけが必要で
はないか。

・施策①-６について、「…、公共交通の利用促進と」を「…、公共交通への理解や利
用促進を図り、」に修正。

②具体的な取組として検討

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1
施策①
持続可能で最適な交通
ネットワークを整備する

・公共交通利用促進のため、各交通機関の待合環境の整備が必要ではないか。 ・実施計画の中で、待合環境整備の具体的な手法について盛り込んでいきたい。

2

施策②
デジタル技術を活用し
て公共交通の利便性を
高める

・自動運転システムを全国の都市にしっかり追従できるような取組が必要である。
・自動運転については、市役所内に自動運転推進に係るプロジェクトチームを立ち
上げ取組を進めている。
・今後も着実に取組が推進するよう支援を行っていく。

3

施策②
デジタル技術を活用し
て公共交通の利便性を
高める

・ＬＵＵＰといった若者向けの新しい交通手段にチャレンジしてもいいのではないか

・施策②-2に記載のある「新技術の導入に向けた検討」の中で道路環境整備も含
め検討していく。
・新たな交通手段となりうる新技術の導入については、幅広く検討の対象としてい
く。

③その他

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1 ・職員が勉強したいことを勉強してもらえるような支援が必要ではないか

・「チャレンジみらい予算」の制度を活用し、若手職員が提案しやすい環境を整える
ため、総合政策課・財政課・職員課が連携し、所属の垣根を超えたチームによる施
策提案のサポートを実施している。
・令和７年度からは、若手職員の意欲的な施策提案を応援するとともに、提案の質
のさらなる向上を図るため活動費（視察・講師謝礼・書籍購入など）の面において
も、サポートを実施している。
・今後も職員の政策立案の支援を行っていく。
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① 持続可能で最適な交通ネットワークを整備する

①持続可能な移動手段の確
保

• 誰もが行きたいところにスムーズに行ける「全域交通ネットワーク」を実現するた

め、北陸新幹線福井駅を拠点に、地域鉄道や路線バス、デマンドタクシー、ライ

ドシェアなどの二次交通の充実に取り組みます。

• 地域鉄道や路線バスの乗り継ぎ利便性を向上し、相互の結節強化と利用促進

を図るため、新駅設置や既存駅の改修、パーク＆ライドなどの整備、バス停など

の待合環境の向上に取り組みます。

• 人口減少社会においても市民の移動手段を維持・確保していくため、交通事業

者に対し、積極的な支援を行います。

• 運転士不足を解消するため、現役の運転士の離職防止及び新たな運転士の確

保、持続可能な交通手段への転換などに取り組みます。

• 地域内の移動手段を確保するために、各地域拠点の特性に応じた、フィーダー

交通の効率的な運用に取り組みます。

• 公共交通について「知ってもらって使ってもらう」場や機会を提供するなど、幅広

い世代に向けて情報を発信することで、公共交通への理解や利用促進を図り、

過度な自動車依存からの緩やかな転換に取り組みます。

• 公共交通機関と連携した駐車場及び駐輪場の整備を行うとともに、シェアサイ

クル「ふくチャリ」の利用拡大や自転車が安全で便利に利用できる環境整備に

取り組みます。

③北陸新幹線の早期全線開
業

③ 北陸新幹線の早期全線開業を目指す

• 災害に強い強靭な国土づくりや交流人口の拡大のため、県や沿線自治体、関

係団体と一体となって、北陸新幹線の大阪までの早期全線開業を目指します。

公共交通を利用して様々な人が
スムーズに行き来できる快適なまちをつくる

●誰もが利用しやすい公共交通となるよう、地域鉄道及び路線バス等の利便性の向上を図ります。

●市民にとっても観光客にとっても利用しやすい公共交通とするため、広域的な公共交通ネットワークの

 維持・強化に取り組みます。

北陸新幹線の福井開業により、市民だけでなく観光客にも利

用しやすい、地域鉄道や路線バスといった二次交通の充実が求

められています。

しかし、公共交通を支える運転士は不足しており、交通ネット

ワークを維持するためには、路線の見直し等による、持続可能な

交通手段への転換を図る必要があります。

これまでも、デマンドタクシーや住民共助型交通等の選択性の

ある交通環境の構築に取り組んできたほか、複数の移動手段を

一つのサービスとして繋ぐ「MaaS」 やキャッシュレス決済の導入

といったデジタル技術を活用した利便性の向上、シェアサイクル

「ふくチャリ」と連携したまちなかの回遊性の向上を図ってきまし

た。

災害に強い強靭な国土づくりや交流人口の拡大のため、北陸

新幹線の早期全線開業を目指すとともに、急速な少子高齢化・

人口減少社会に応じた、交通と連携したまちづくりと持続可能な

交通ネットワークづくりを推進していく必要があります。

現状 課題 施策

公共交通に関する政策政策１

分野Ⅰ「まち」

② デジタル技術を活用して公共交通の利便性を高める

②デジタル技術を活用した
利便性の向上

• 嶺北１１市町、交通事業者、大学、民間事業者等で構成するふくいMaaS協議

会において、「ふくいMaaSアプリ」の利便性向上や利用促進に取り組みます。

• 自動運転やグリーンスローモビリティ* 、パーソナルモビリティなどの新技術の導

入に向けた検討を進めます。

• クレジットカードやQRコードなどを用いた新たな運賃のキャッシュレス決済手段

について検討を進めます。

*グリーンスローモビリティとは・・・

時速20km未満で公道を走ることができる電動車を活用した

小さな移動サービスで、その車両も含めた総称。
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第１部会　第３回資料

総合計画原案に対する意見と対応案 政策2　まちなかに関する政策

①原案に反映

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1⃣

施策①
県都リノベーションによ
るまちの魅力の最大化
を図る

・多目的アリーナについて、全体を支援するような意味合いの記載が良いのではないか。
・施策①-3について「多目的アリーナの整備支援や利活用」を「多目的アリーナの
支援や利活用」に修正。

2⃣
施策③
官民が連携してエリア
マネジメントを推進する

・まちなかの活性化を目指し、商店街や事業者だけでなく、地権者とも連携した取組が必要
ではないか。

・「エリアマネジメント」には地権者が含まれており、連携し取組を行っていく。
・このため、「エリアマネジメント」について、以下のように注釈を追加。
・「地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業
主・地権者等による主体的な取組み」

②具体的な取組として検討

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1

施策①
県都リノベーションによ
るまちの魅力の最大化
を図る

・施策①-1について、市街地の活性化に向けた取組に、チャレンジといったキーワードをいれ
て若者などに興味を持ってもらうきっかけとしてはどうか。

・「学生どまんなかプロジェクト」といったまちなかで学生が活躍できるような場づく
りなどについて、実施計画での記載を検討する。

2

施策①
県都リノベーションによ
るまちの魅力の最大化
を図る

・施策①-2について、歩きながら歴史や自然を身近に感じることができるようにするために、
歩きやすさというところに言及してみてはどうか。

・歩きやすい歩行空間の整備（融雪や夜間照明含む）について、具体事業のなかで
取り組んでいく。

3
施策③
官民が連携してエリア
マネジメントを推進する

・空き店舗の支援について、物販の店舗の入居も推し進めるべきではないか。
・個別の取組のため総合計画への記載はしないが、実施計画において、魅力あるま
ちづくりを進めるための既存ストックを活かしたリノベーション活動をする機会の支
援について検討する。
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①充実した都市基盤の活用
と新たな機能の付加

① 県都リノベーションによるまちの魅力の最大化を図る

• 民間主体の市街地再開発事業等を支援して市街地のリニューアルを進め、にぎ

わいと活力のあるまちづくりに取り組みます。

• 福井城址や足羽山、足羽川などの地域資源を活用し、歩きながら歴史や自然を

身近に感じることができるまちづくりに取り組みます。

• 県と連携した多目的アリーナの支援や利活用など、都市機能の一層の充実や利

便性の向上を図り、快適に過ごすことができるまちづくりに取り組みます。

• まちの個性や市民に親しまれてきた良好な景観を継承し、居心地がよく、誇りと

愛着の持てるまちづくりに取り組みます。

② にぎわいと交流の拡大・持続化を図る

②にぎわいと交流の拡大・持
続化

• にぎわい交流施設や観光交流センター等を拠点に、周辺施設や商店街、事業

者等と連携し、ふくいの魅力を体感できる機能の充実と情報発信強化に取り組

みます。

• 福井県立大学まちなかキャンパスも開設された福井駅東口エリアの活性化や、

歩道や中央公園、足羽川河川敷などの公共空間の有効活用などにより、まちに

新たな魅力とにぎわいを創出します。

• 観光や食など魅力ある地域資源に加え、ダンスや音楽など新たなテーマを取り

入れたイベントを開催し、誰もが参加できる楽しいまちづくりに取り組みます。

③ 官民が連携してエリアマネジメント＊を推進する

③様々なプレイヤーのまちづ
くりへの参画促進

• 様々なプレイヤーがまちづくりに参画するエリアマネジメントの視点を取り入れた

「県都グランドデザイン」を官民連携で推進します。

• まちなかを舞台に、多様な人が集うきっかけづくりや気軽に交流できる場づくり

などに取り組むことで、まちづくりへの参画意識を高めます。

まちなかの充実した都市機能により、
誰もが主役の楽しさあふれる心弾むまちをつくる

●県都の玄関口として充実した都市機能を活かし、にぎわいと活力あるまちづくりを進めます。

●まちなかを舞台に、住む人も訪れる人も、誰もが主役となり楽しむことができる場づくりに取り組みます。

県都の玄関口となる本市のまちなかでは、北陸新幹線福井開

業を機に県内外から多くの人が訪れ、新たなにぎわいと交流が

広がっています。

今後は、開業効果をさらに引き出すとともに、中部縦貫自動車

道の県内区間全線開通や北陸新幹線全線開業など大交流時代

の次のステージを見据えて、住む人も訪れる人も、誰もが主役と

なり楽しむことができる魅力あるまちづくりが求められています。

まちなかの歴史や自然、充実した都市基盤を活かしつつ、新た

な機能を付加するなど、安全安心で快適な都市空間づくりを進

める必要があります。また、ハピリンやハピテラス、観光交流セン

ターなどの拠点を中心に、歩道や公園、河川敷などの公共空間

を最大限に活用し、にぎわいと交流の拡大・持続化を図る必要が

あります。

さらに、様々なプレーヤーのまちづくりへの参画を促進することで、

新たな価値の創造やまちの魅力向上を図り、にぎわいと成長の

好循環につなげていくことが重要です。

また、まちなかの里山として市民に親しまれている足羽山や中央

公園等を、新たな福井の魅力を発信する場として、より魅力ある

ものにしていく必要があります。

現状

①政策

課題 施策

分野Ⅰ「まち」

まちなかに関する政策政策２

*エリアマネジメントとは・・・

地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組み。
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第１部会　第３回資料

総合計画原案に対する意見と対応案 政策３　生活インフラに関する政策

①原案に反映

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1⃣ 現状 ・「大規模な地震や豪雨災害」の記載は、「大規模な地震や豪雨」でよいのではないか。 ・現状の「豪雨災害」を「豪雨」に変更。

2⃣ 政策、現状 ・「予防保全型」について分かりやすく記載してはどうか。

・「予防保全型」について、以下のように注釈を追加。
・「インフラ施設の定期的な点検調査により不具合の兆候を捉え、将来的な損傷の
推移を予測して予防的に補修等を行うことにより、施設の長寿命化、維持管理コスト
の縮減、財政負担の平準化を図る。」

②その他（他部会での検討事項）

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1
・空き家について、移住者の方々に提供できるような空き家として管理されるよう取り組んで
ほしい。

・政策５「地域活性化に関する政策」 施策③-2「空き家の流通支援や活用時の支
援により、定住人口の維持・増加に繋げます」の中で検討する。
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持続可能で強靭な社会基盤と
安全で快適な生活環境が整ったまちをつくる

●市民が安全で安心して生活できるよう、災害に強い社会基盤の整備と、予防保全型＊の維持管理を目指します。
●生活インフラに関する情報発信を積極的に行います。
●市民や企業等と連携して、安全で快適な生活環境を保全します。
●市民の信頼に応える良好な水環境を保つとともに、安全で安心な水を安定供給します。

近年、大規模な地震や豪雨により、道路、河川、上下水道等の

社会基盤が甚大な被害を受け、広範囲にわたって市民生活に多

大な影響を及ぼしていることから、本市においても今まで以上に

老朽化対策や、耐震化、浸水対策、雪寒対策の重要性が高まっ

ています。

特に、高度経済成長期に整備した施設が更新時期を迎えてい

るため、点検調査を実施し、予防保全型の考え方に基づいた長

寿命化による効率的な更新・維持管理に取り組んでいるところで

す。

一方で、人口減少や節水意識の高まり等による料金、使用料

収入の減少など、上下水道経営は厳しい状況に直面しています。

こうした状況の中、事業の持続可能性を確保するためには、これ

まで以上に上下水道施設の計画的な老朽化対策及び災害対策

を進めるとともに、なお一層の経営の効率化が求められています。

また、大規模な盛土に伴う被害防止のため、詳細な調査や住

民への情報提供を行うとともに、パトロール等による安全対策が

必要となっています。

現状

①政策

課題 施策

② 安全で快適な生活環境を保全する

②良好な生活環境の保全

• 市民、行政、企業等が連携し、良好な河川環境を保全します。

• 市民、行政、企業等が協働しながら、公園の整備・維持管理及び利活用に取り

組みます。

• 空き家所有者等による適切な空き家管理を促進します。

• 盛土の安全性確保のため、地盤調査や定期的な経過観察に取り組みます。

①強靭な社会基盤の構築

① 強靭な社会基盤を構築する

• デジタル技術を活用しながら道路施設の計画的で効率的な維持管理を行い、

自然災害に強い安全で快適な環境を確保します。

• デジタル技術を活用しながら河川、水路及び下水道施設の計画的な整備・維

持管理や雨水の貯留などによる流域治水を推進し、大雨による浸水被害を軽

減します。

• 建築物の耐震化を進め、誰もが安心して暮らせる住環境づくりに取り組みます。

• 大規模な自然災害に備え、日頃から強靭な社会基盤の整備を進めて被害を最

小限に抑えるとともに、災害発生時に迅速な復旧が行えるよう、国や県、近隣市

町との連携強化に取り組みます。

生活インフラに関する政策政策３

分野Ⅰ「まち」

③ 安全で安心な上下水道のサービスを提供する

③健全で安定した上下水道
サービスの提供

• 上水道及び簡易水道の適正な水質管理と、デジタル技術を活用しながら、管路

や施設の計画的な更新及び耐震化を進め、安全で安心な水道水を安定的に

供給します。

• 下水道及び集落排水の適正な維持管理と、デジタル技術を活用しながら、管路

や施設の計画的な更新や耐震化及び耐水化を行います。

• 持続可能な上下水道サービスを提供するため、民間事業者の有する技術の活

用や創意工夫を活かした官民連携を推進します。

• 効率的な事業運営と経費節減に努め、収支のバランスを図り、健全で安定的な

経営を行います。

*予防保全型とは・・・

インフラ施設の定期的な点検調査により不具合の兆候を捉え、将来

的な損傷の推移を予測して予防的に補修等を行うことにより、施設

の長寿命化、維持管理コストの縮減、財政負担の平準化を図る。

1

2

2
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第１部会　第３回資料

総合計画原案に対する意見と対応案 政策４　防災・減災に関する政策

①原案に反映

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1⃣
施策①
避難者の生活環境の質
の向上を図る

・通信環境は最新の技術が都度増えていくため、施策①-5のうち「通信環境の整備」に「最
新」の記載を追加してほしい。

・施策①-5「災害時の情報収集・伝達に必要不可欠な通信環境の整備に取り組み
ます」を、「災害時に欠かせない情報収集・連絡手段として、最新技術を踏まえ、通
信環境の整備に取り組みます。」に変更。

②具体的な取組として検討

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1
施策③
地域コミュニティ等を活
用し防災力を高める

・個別避難計画について、民生委員などの人手不足等、現場の課題を認識しながら取り組ん
でほしい。

・施策③-3の「要配慮者」記載の中に個別避難計画についても含まれており、この
中で取組を検討していく。

2
施策②
多様な災害情報伝達手
段を整備する

・防災行政無線の整備については、迅速に取り組むべきではないか。
・防災行政無線については、今後の更新に向け、老朽化に対する対策と併せて在り
方について検討する。

3
施策③
地域コミュニティ等を活
用し防災力を高める

・自主防災組織の在り方について、検討していく時期ではないのか。

・本市における自主防災組織、自主防災組織連絡協議会は、どちらも高い結成率と
なっている。
・今後も、自主防災組織への支援や研修等を実施し、育成することで地域の防災対
応力の強化に取り組む。

③その他（記載済みの事項）

NO 該当箇所 意見の内容 対応案

1
施策①
避難者の生活環境の質
の向上を図る

・災害関連死というところで、避難所に避難をしなくてもいいことを認めるような記載があった
ほうが良いのではないか。

・施策①-8「在宅避難や車中泊避難など多様化する避難者への支援に取り組みま
す。」において、多様化する避難について記載している。
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市民・企業・他自治体等と連携し、
危機事象に負けないまちをつくる

●避難者の良好な生活環境の確保を図るとともに、発災時の迅速な情報伝達体制を整えます。

●市民の防災意識を高めるとともに、事業者、団体や他自治体等と連携するなど、災害への対応力強化を図ります。

 近年、地震や豪雨・大雪などの自然災害が各地で甚

大な被害をもたらしており、自然災害へのさらなる対応

力の強化が求められています。

国は令和６年能登半島地震を踏まえ、被災者が尊厳

のある生活が送れるよう、空調設備、トイレ等を早急に

備える体制づくりを推進し、避難所の環境改善に取り組

むこととしました。

今後想定される大規模自然災害に対してだけではな

く、武力攻撃や原子力災害等あらゆる危機事象に備え、

避難所の生活環境対策や災害情報伝達体制の構築、

市民への防災意識啓発などの対策強化が一層重要と

なります。

現状

①政策

課題 施策

①避難者の良好な生活
環境の確保

① 避難者の生活環境の質の向上を図る

• 危機事象について、スフィア基準*や国のガイドライン等を踏まえ、要配慮者等を含む、あ

らゆる人を誰一人取り残さない避難の実現に取り組みます。

• アレルギーを考慮した食料や飲料水、毛布、衛生用品等の防災備蓄品を整備し、こども

や女性等のニーズを反映した備蓄体制を強化します。

• 避難所への空調設備や災害用トイレ等を整備し、被災者の健康への二次被害を防止し

ます。

• 県と連携しながら、災害時における被災者の健康を守るための人材を育成します。

• 災害時に欠かせない情報収集・連絡手段として、最新技術を踏まえ、通信環境の整備に

取り組みます。

• 避難者の避難状況把握の効率化に向けて、デジタル技術等を活用した避難所運営に取

り組みます。

• ペット同行避難について、受入体制の構築や周知等に取り組みます。

• 在宅避難や車中泊避難など多様化する避難者への支援に取り組みます。

② 多様な災害情報伝達手段を整備する

②災害情報伝達の強化

• 防災行政無線の有効性等を再検討し、デジタル技術等を活用した最適な情報伝達体制

を整備します。

• 高齢者や障がい者にも配慮した多様な情報伝達手段として、音声や文字の情報提供を

含む多様な方法を整備します。

防災・減災に関する政策政策４

分野Ⅰ「まち」

③ 地域コミュニティ等を活用し防災力を高める

• 地域における自助・共助の重要な役割を担うため、研修等で自主防災組織を育成し、防

災訓練等を通じて地域の災害対応力を強化します。

• 自主防災組織に防災資機材購入や活動事業を補助し、防災力の強化に取り組みます。

• 関係団体等の連携を強化し、要配慮者の状況変化の把握や継続的な支援体制づくりに

取り組みます。

• 最新の情報を反映させた防災ハンドブックの積極的活用や出前講座により、危機事象

に関する知識の普及啓発や人材育成に取り組みます。

• 災害に対応できる知識の普及啓発や人材育成を行い、市民一人ひとりの防災意識の高

揚に取り組みます。

• 国、県、近隣市町等の関係機関や民間事業者・団体と連携し、危機管理体制の強化に

取り組みます。

③地域コミュニティ等の
防災力向上

*スフィア基準とは・・・ 被災者が尊厳ある生活を送るための

世界共通の最低基準（トイレの設置基準等）。
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